機密保持契約書
株式会社ｘｘｘｘ（以下「甲」という)と、入門　太郎（以下「乙」という)は、甲が乙に開示する情報についてその機密を保持することを目的として、本機密保持契約（以下「本契約」という）を締結する。

第１条　定義
1． 本契約において「機密情報」とは、本契約の締結の前後に、口頭や書面等の伝達手段、および甲が機密と指定したか否かを問わず、甲が乙に開示した有形無形の一切の情報をいう。
2． 本契約において「個人情報」とは個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日、その他の記述等により、特定の個人を識別できるものをいう。

3． 本契約において機密情報とは個人情報を含むものとする。
第２条　除外事項
本契約においては、以下の各号に該当する情報は機密情報に該当しないものとする。但し、個人情報はこの限りでない。

1 本契約締結後、甲が書面により機密情報から除外することに同意した情報

2 開示以前に公知であった情報及び開示以降乙の責めを帰せずして公知となった情報
3 乙が独自に保有し又は独自に開発した情報
4 乙が機密保持義務を負うことなく甲以外の第三者から入手した情報
第３条　機密保持義務・報告義務
1． 乙は機密情報が甲の重要な営業上の秘密であり、機密情報が漏洩した場合には、甲に回復不可能な損害が発生することを理解したものとする。
2． 乙は、機密情報について厳にその機密を保持し、第三者に漏洩しないものとする。
3． 乙が、公務員、弁護士、会計士、税理士等法律上守秘義務を負うものに対して機密情報を開示する必要性が生じた場合には、開示に先立ちその旨を甲に報告するものとする。法律上の強制力を伴う手段に基づく開示であって、開示に先立つ報告が行えなかった場合には、乙は開示後直ちに甲に報告するものとする。
第４条　利用目的
1． 乙は、機密情報が開示目的の履行のためにのみ開示されていることを理解したものとする。

2． 乙は、開示目的を履行するため以外には機密情報を、加工、利用、複写、複製してはならない。
第５条　外部委託の原則禁止
1． 乙は甲から書面によって明示的に許諾を得た場合以外には、理由の如何を問わず、開示目的の履行を第三者に委託してはならない。

2． 乙は、前項の甲の書面による許諾を得ることを希望する場合には、再委託先となるべき候補者の氏名、商号、住所及び所在地ならびにこの候補者が情報の保護について十分な水準に達していることを報告して、甲の判断を求めなければならない。

3． 乙は前項による甲の許諾を得た場合であっても、本契約上の義務を免れることはない。
第６条　機密情報の取り扱い・安全管理措置
1． 乙は、機密情報について、その安全を保持するため、少なくとも以下の安全管理措置を実施しなければならない。
1 従業者（乙の業務に従事する役員も含む。本契約において以下同じ。）の責任と権限を明確に定め、安全管理に対する規定や手順書を整備運用し、その実施状況を確認すること

2 従業者と機密情報の機密保持に関する契約（従業者の退職後も機密情報について機密保持義務を負わせるものであることを要する）を締結し、機密情報の安全な取扱のための徹底を行うこと

3 機密情報及びそれを取り扱う情報システムへのアクセス制御、不正ソフトウェア対策、情報システムの監視を行うこと
2． 乙は機密情報を開示目的の履行のために必要となる最小限の従業者にのみ開示するものとする。
3． 乙は、甲が求めたときには、前項の従業員の中から、機密情報の管理責任者を選任し、その氏名を甲に通知しなければならない｡選任のあとの管理責任者について異動があったときも同様とする。

4． 乙は、個人情報の対象となっている本人やその他の第三者から、個人情報の開示、訂正、削除、利用停止等の要求を受けたときには直ちに甲にこれを通知の上、その対応を協議するものとする。
第７条　返却及び廃棄
1． 乙は、甲から要求があったとき又は開示目的が実現し若しくは実現不可能となって機密情報の使用・保持の必要がなくなったときは、乙は直ちに、機密情報が記録されたすべての媒体を甲に引き渡すものとする。

2． 乙のコンピュータのハードディスク等に記録されている機密情報等、乙が甲に引き渡すことが困難な情報や、乙やその従業者が業務遂行に際して作成した機密情報を含むメモ・ノート・手控え等については、甲の承諾を得てかかる情報を廃棄することにより、前項の引渡しに代えることができる。

第８条　監査
1． 甲は乙における機密情報の取扱状況を監査することができる。

2． 乙は前項の監査のために甲が乙の事業所への立ち入り、書類の閲覧、書類の写しの交付又は従業者への質問を希望した場合には、これに協力しなければならない。

第９条　事故報告
1． 乙が機密情報を漏洩し又は開示目的を超え若しくは開示目的と異なる目的で機密情報を加工、利用、複写、複製した場合（以下「漏洩等」という）には、直ちに、その旨を甲に報告しなければならない。

2． 漏洩等の場合、乙は甲が要求するすべての事項について直ちに調査を行い、甲に報告しなければならない。また甲の指示に従い、漏洩を防止し、開示目的外での利用を停止する措置をとらなければならない。

3． 漏洩等の場合、乙は、甲が指定する方法、時期及び内容で、漏洩等にかかる事実を公表しなければならない。

4． 前各項にかかわらず、乙はその責めによらずに機密情報が漏洩していることを覚知した場合でも、乙は遅滞なく甲に報告しなければならない。

第10条　損害賠償
乙は漏洩等その他本契約のいずれかの条項に違反したとき、甲は乙に対し、損害賠償（甲の第三者に対する賠償を含む）及び甲が必要と認める措置を請求できるものとする。

第11条　知的財産
本契約に関連して行われた機密情報の開示は、別途明示的に定められた場合のほかは、甲から乙に対する権利の移転、許諾を意味するものではない。

第12条　他の契約との関係
本契約の締結以前に交わされた甲と乙間の書面又は口頭による合意が本契約と矛盾し又は条件が異なる場合には、矛盾抵触する部分について、本契約の条件が優先するものとする。
第13条　有効期間
本契約は締結の日（締結の日以前に機密情報が提供されている場合は最初に提供された日）から、開示目的が完全に履行され若しくは履行が不可能となったと甲が認めた日若しくは本契約の定めに従った機密情報の返却又は廃棄が完全に履行された日のいずれか遅い方の日まで有効とする。またその後も、第3条1，2項、第8条、第9条、第10条、第11条、第14条、第15条及び第16条の規定は引き続き有効とする。

第14条　正本
甲から乙に対し、本契約を日本語以外の言語に翻訳された文書が提供されていたとしても、あくまでも乙の便宜のために提供されたにすぎず、本契約の解釈にあたっては、日本語の本契約によるものとする。

第15条　準拠法
本契約に関連する一切の事項に関しては日本国の法律に準拠するものとする。
第16条　裁判管轄
本契約に関し甲と乙との間で生じた一切の紛争に関しては、ｘｘ地方裁判所を専属管轄裁判所とする。

以上、本契約の成立を証すため、本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上、各１通を保有する。
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